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（１）食料・生物生産研究連携群の目標 

 ライフサイエンス分野の連携施策群「ポストゲノム」は基礎・基盤研究から医療・食料

生産・環境分野の応用研究まで広範囲の領域が含まれることから、より緊密な施策の連携

を進めるために、平成19年度より連携施策群「食料・生物生産研究」が設置された。食料

を巡る背景には、中長期的には世界の食料需給のひっ迫が予測されることや、我が国の食

料自給率が年々低下し、主要先進国の中では最低の水準であり、食料安全保障上の課題と

なっていること等が挙げられる。また、地球温暖化等の地球規模の環境問題への関心が高

まりつつある中で、高温や乾燥に適応できる作物や栽培技術の開発や、生物機能を活用し

た土壌浄化や低農薬・低化学肥料が可能となる循環型農業生産は、省エネルギー、省資源

による食料生産や環境の保全や負荷低減につながるものと期待される。さらに、製造プロ

セスの省エネルギー化や環境負荷の低減のための技術開発が一層求められており、生物機

能を活用したものづくりは、そのための有力な解決策の一つであると考えられる。 

 このため、食料・生物生産研究連携群では、環境と調和の取れた安全な食料の生産・供

給、ならびに生物の機能活用による物質生産のための基盤技術の構築を目指し、植物等の

生命現象の生理・生化学的解明の研究を踏まえ、生物が持つ機能を活用して、食料やバイ

オマス等の生産力を高めるための研究開発の強化策を、府省連携のもとに検討し実施する

ことを目標とした。また、近年、食の安全・安心に関する関心も高まっており、科学的な

見地から食品や農産物の安心・安全を確保していく取組みを推進することも目標とした。 

 

 

（２）食料・生物生産研究連携群の活動 

①  府省間等の連携活動 

○連携システムの構築 

・食料・生物生産研究に係る打合せ、タスクフォースの開催状況 

 平成 19 年度は、内閣府主催の食料・生物生産研究に係る打合せ会合（関係府省担当官と

有識者委員からなる「食料・生物生産研究」連携施策群全体会議）を８回、支援業務室主

催のタスクフォース（主監、内閣府、有識者等からなる作業部会）を６回開催し、食の安

全・安心や食料生産、生物による物質生産に関する、各府省の施策の重複についての確認、

遺伝子組換え作物の実用化をめぐる国内現状に関するヒアリング等を行い、植物における

遺伝子組換え技術の今後の展開方向を中心に検討等を行った。 

 平成 20 年度は、食料・生物生産研究に係る打合せ会合およびタスクフォースを３回行い、

科学技術連携施策群「食料・生物生産研究」として、GMO（遺伝子組換え農作物）の実用化

研究の実施に向けた検討を行い、第一次取りまとめ「円滑な屋外栽培試験の促進に関する

推進方策」を策定した。 

 平成21年度は食料・生物生産研究に係る打合せ会合を６回、タスクフォースを８回（内、

係る打合せ会との同時開催は６回）行い、海外におけるGMO研究およびGMOの社会受容の状

況について検討した。また、米国における植物科学研究の現状と今後の方向性に関して、

米国国立科学財団（NSF）と意見交換を行った。さらに、微生物、植物、昆虫（特にカイコ

を中心にして）、動物（家畜・家禽）、魚類を中心に生物生産における研究の現状と将来

方向について検討し、第二次取りまとめ「生物生産研究の推進・強化に向けた推進方策」

として策定した。 

 



○予算への反映 

・重複排除など効率的な施策推進 

 食料・生物生産研究に係る打合せ、タスクフォースにおいて、関係府省から食の安全・

安心や食料・生物生産研究に係る施策のヒアリングを実施し、重複の排除など、効率的な

施策の推進に努めた。 

 

・ライフサイエンス分野推進戦略の効果的推進 

 総合科学技術会議の第３期科学技術基本計画（平成 18～22 年度）の下のライフサイエン

ス分野推進戦略を府省横断的に推進するため、戦略重点科学技術「国際競争力を向上させ

る安全な食料の生産・供給科学技術」、「生物機能活用による物質生産・環境改善科学技

術」に該当する施策及び関連施策について情報交換・意見交換を実施し、その中で、平成

20 年度概算要求に向けての各府省の取組についても情報交換を行った。 

 

○補完的に実施すべき研究開発課題（補完的課題）の選定 

食料・生物生産研究に関わる各分野の検討・議論の結果、補完的に実施すべき研究開発

課題として、平成 19 年度に「持続的植物生産のための植物・微生物間相互作用の解析研究」

を選定した。 

 

○関係府省間での成果等の活用 

・情報発信・成果共有による成果の利活用促進 

平成 20 年度は食料・生物生産研究連携群シンポジウム「環境・エネルギー・食料の課題解決

に貢献するゲノム育種の現状と将来展望」を開催し、今後の GMO 技術の果たすべき役割とその

展望について議論した。また平成 21 年度は「生物機能を活用した食料生産・物質生産への新た

な光」というタイトルでシンポジウムを開催し、生物による物質生産に係る研究に焦点を当てて、

関係府省の取組状況を紹介するとともに、補完的課題で行っている、植物と微生物のゲノムレベ

ルでの共生関係に関する最新の研究成果を紹介した。 

 



科学技術連携施策群「食料・生物生産研究」俯瞰図 

 

 

 



科学技術連携施策群「食料・生物生産研究」施策一覧 

 

予算額（百万円） 執行額（百万円） 

各省施策 

府

省

名 

当該連携施策群の中

での位置付け及び政

策・成果目標 

成果と研究目標の進

捗状況 H19 H20 H21 合計 H19 H20 H21 合計

連携施策群 計            

食品健康

影響評価

技術研究

（H17-) 

内

閣

府

（食

品

安

全

委

員

会） 

透明性・信頼性の高

い食品健康影響評価

（リスク評価）手法を

開発するため、研究

領域設定型の競争的

資金制度を活用して、

リスク評価に関するガ

イドライン・評価基準

の策定等に資する研

究を実施する。 

平成 21 年度までに 27

課題の研究を実施し

た。このうち 8 課題につ

いてリスク評価ガイドラ

イン・評価基準の策定

等に活用されている。

また、これ以外の課題

についても評価基準等

の策定には至っていな

いが、新たな知見とし

て活用されている。 

364 364 323 1,051  360  347 320 1,027 

植物科学

研究事業

（H12- ) 

文

部

科

学

省 

食糧問題や環境・エ

ネルギー問題等の地

球規模の問題解決に

資する植物科学の基

盤技術を確立する。そ

のため、シロイヌナズ

ナ等のモデル植物を

中心にした植物の生

産機能、代謝調節に

関わるメタボローム基

盤技術と最先端ゲノ

ム技術を駆使し、植物

の質的量的生産性向

上に関わる遺伝子機

能を探索して植物の

新機能を開発する。ま

た、研究を効果的・効

率的に推進するた

め、国内外の研究機

関や大学、企業等と

の有機的な連携を図

る。 

植物科学研究センター

では、モデル植物や作

物、樹木の代謝関連遺

伝子ネットワークの解

析のためにメタボロー

ムと遺伝子発現の統合

解析基盤を構築し、更

に拡大整備に向けた技

術開発を進め、大学や

他省庁の研究機関と連

携協力により植物の量

的、質的な生産力向上

に関わる有用遺伝子や

代謝産物の制御ネット

ワークの探索と作物や

樹木への応用展開を

推進している。また、国

際連携を進め、食料や

バイオマス生産の向

上、作物のストレス耐

性、病害虫耐性などに

関わる植物研究を推進

し、H20 年度からは木

質バイオマスに向けた

有用遺伝子導入ポプラ

の作出に成功し、圃場

での栽培に向け中国・

南京林業大学との本格

的な共同研究に着手し

ている。 

1,599 1,519 1,478 4,596  1,599  1,519  1,478 4,596 



革新的タ

ンパク質・

細胞解析

研究イニ

シアティブ

（ターゲット

タンパク研

究プログラ

ム）

（H19-H23) 

文

部

科

学

省 

現在の技術水準では

解明が極めて困難で

あるものの、学術研究

や産業振興に欠かせ

ない重要なタンパク質

をターゲットに選定

し、タンパク質の生

産・解析・制御等を一

体としてそれらの構

造・機能解析を目指し

ている。このため、食

品・環境等の産業応

用等に向けてターゲッ

トとなるタンパク質の

構造・機能解明を行う

研究を進める。 

高難度タンパク質の構

造・機能解析に必要な

技術開発拠点の構築

をすすめた。また、「植

物の生産性の向上」、

「有用な物質の生産

（抗生生物、キラル化

合物、機能性糖類）」、

「新規二酸化炭素固定

系」に関わるターゲット

タンパク質の解明が進

んでいる。特に、「植物

の生産性の向上」につ

いては、植物の生長を

制御する植物ホルモ

ン、ジベレリンの受容体

GID1 によるジベレリン

の分子認識の仕組みと

受容体の分子進化の

過程を明らかにすると

ともに、植物の成長や

耐乾燥性、耐塩性など

の制御に働く重要な植

物ホルモンであるアブ

シジン酸（ABA）とその

細胞内受容体の立体

構造を決定し、植物細

胞内においてアブシジ

ン酸シグナルが伝達す

る機構を解明するなど

多くの成果が出てきて

いる。 

5,527 5,200 5,000 15,727  5,521  5,200  5,000 15,721 

ナショナル

バイオリソ

ースプロジ

ェクト 

文

部

科

学

省 

ナショナルバイオリソ

ースプロジェクトは、ラ

イフサイエンス研究の

基礎・基盤となるバイ

オリソース（動物、植

物等）について収集・

保存・提供を行うとと

もに、バイオリソース

の質の向上を目指

し、保存技術等の開

発、ゲノム等解析によ

るバイオリソースの付

加価値向上により時

代の要請に応えたバ

イオリソースの整備を

行うものである。ま

た、バイオリソースの

所在情報等を提供す

る情報センター機能を

強化する。 

27 種のバイオリソース

について、収集、保存、

提供体制の整備を行

い、多くのリソースで優

れた成果が得られた。

特にラットは、世界最大

規模を誇る保有数と多

型・ゲノム情報が整備

され、ショウジョウバエ

は、国際的な視野に立

った運営体制、ミヤコグ

サ・ダイズについては

我が国独自の品揃え

やゲノム解析との連携

など、世界最高水準の

リソースとして極めて高

い成果をあげている。 

1,774 1,398 1,368 4,540  1,774  1,398  1,368 4,540 



食の安心・

安全確保

推進研究

（H17- ) 

厚

生

労

働

省 

食料・食品の安全と消

費者の信頼の確保に

関する研究開発を重

要な研究開発課題と

し、食料・食品の生産

から加工・流通及び消

費に至る食品供給行

程（フードチェーン）全

般について、リスク分

析に資する研究開発

を行うとともに消費者

の信頼を確保するた

めの技術を開発す

る。 

・BSE に関する最新の

知見を収集し、食品を

介する BSE リスクの解

明を進めるとともに、食

品中の微生物迅速検

査手法を開発を進め

た。 

・効果的かつ効率的な

リスクコミュニケーショ

ンを推進するためリス

クコミュニケーションの

手法の改善に取り組ん

だ。 

・急性参照毒性量な

ど、従来のリスク評価

手法のみならず、新た

な評価手法に対応する

科学的根拠を整備する

とともに、管理に資する

検査技術等を併行して

開発を進めた。 

1,491 1,752 1,531 4,774  1,491  1,752  1,531 4,774 

アグリ・ゲ

ノム研究

の総合的

な推進

（H19-H23) 

農

林

水

産

省 

生物の設計図である

ゲノム情報を活用し

て、病気に強いブタや

肉質の良いブタなど

付加価値の高い畜産

物を短期間で育種す

るために必要な知見

の集積をするととも

に、医療研究用モデ

ルブタの開発、カイコ

を利用した医療用試

薬等に用いるタンパク

質生産を実用化に結

びつけるための技術

開発等を実施する。 

これまでに、遺伝子組

換えカイコを用いた臨

床検査試薬としての抗

体生産について、厚生

労働大臣による産業利

用の第２種使用の承認

を取得したほか、豚肉

の霜降りが 2 倍になる

種豚「ボーノブラウン」

を開発するなど、研究

成果の実用化へ大きく

近づいている。 

3,239 442 440 4,121  3,239  442  437 4,118 



アグリバイ

オ実用化・

産業化研

究

(H16-H20） 

農

林

水

産

省 

「バイオテクノロジー

戦略大綱」に示された

バイオ関連産業の跳

躍を実現するため、公

的研究機関の有する

研究成果について、

民間企業との連携の

下、ビジネスに直結さ

せるための研究開発

に取り組む必要があ

ることから、食料・環

境分野の研究開発の

発展や新産業の創出

を目指して、農林水産

省所管の独立行政法

人の有する技術シー

ズを基に産学官連携

による実用化・産業化

研究のための研究開

発を行う。 

豚の子宮深部注入用カ

テーテル、呈味増強物

質探索システム、アレ

ルゲンの定量・可視化

試験の受託サービスな

ど事業化・製品化に至

ったもの、DNA マーカ

ー情報を用いた腫瘍消

滅能を有する実用鶏品

種、豚胚の動物由来物

質を含まない体外生

産・輸送・保存用培地、

遺伝子組換えカイコに

よる蛍光絹糸及び極細

繊度絹糸など実用化可

能な段階まで至ったも

のなど、これらの成果

は社会・経済などに及

ぼす効果も高いと考え

られることから、プロジ

ェクト全体としての目的

は概ね達成された。 

618 454 - 1,072  598  454  - 1,052 

食品・農産

物の表示

の信頼性

確保と機

能性解析

のための

基盤技術

の開発（安

全で信頼

性、機能

性が高い

食品・農産

物供給の

ための評

価・管理技

術の開発）

（H18-H22) 

農

林

水

産

省 

農産物の国際流通が

加速化され、食品成

分や原産地表示等の

安全・信頼性について

消費者の関心が高ま

る中、高度な製造プロ

セスやチェック体制

等、農場から食卓まで

一貫した食の安全・信

頼性の確保が求めら

れている。また、少子

高齢化や生活習慣病

の増加を背景として、

国民の健康に対する

関心も高く、消費者は

健康に良く安全な食

品・農産物の提供を

求めるとともに、生産

者はこれらのニーズ

を踏まえた高付加価

値の農産物の生産に

ついての関心を高め

ている。このような状

況のもと、国産農水産

物の安全と信頼性の

確保による需要促進

と食事バランスによる

健康の維持増進を目

的として、安全で信頼

性、機能性が高い食

品・農産物供給のた

めの評価・管理技術

の開発を行う。 

Ｈ20 より信頼性と機能

性の 2 本柱で「食品・農

産物の表示の信頼性

確保と機能性解析のた

めの基盤技術の開発」

として研究開発を進め

ている。これまでの主

な成果としては、妥当

性確認されたいちご・

米の品種、玉ねぎ、カ

ボチャの産地判別技術

については、マニュア

ルとしてウェブサイトに

公開するとともに、これ

までに開発済みの手法

の一部は、すでに公的

検査機関において実施

されている。また、食

品・農産物の機能性解

析についても、青果物

やその加工品に含まれ

る代表的な機能性成分

であるカロテノイド類・

アントシアニン類の妥

当性確認された定量分

析手法の開発、ゴマリ

グナンの脂質代謝に与

える影響の遺伝子レベ

ルでの解明など、多く

の成果があがってお

り、民間企業による製

品の実用化も進められ

ている。 

714 340 329 1,383  714  340  329 1,383 



新農業展

開ゲノムプ

ロジェクト

（H20-H24) 

農

林

水

産

省 

これまでのイネゲノム

研究の成果を踏ま

え、食料、環境、エネ

ルギー問題の解決に

貢献する作物を作出

するという目標に向

け、研究を推進するた

めの材料となる基盤

を整備するとともに、

新たな農業上有用な

遺伝子の機能解明を

進め、DNA マーカー

育種技術や遺伝子組

換え技術を活用した

作物開発に取り組

む。また、遺伝子組換

え作物の安全信頼の

確保のため遺伝子拡

散防止技術や GMO

の検知技術の開発等

を行う。 

イネの種子幅を増加さ

せる遺伝子やオオムギ

の皮裸性に関する遺伝

子、イネの分げつ（株

数）を調節するホルモ

ンの発見など、Nature

を初めとする世界の主

要な科学雑誌・学会誌

に論文が掲載された。

また、遺伝子組換え技

術による血圧調整機能

を有する GABA を多く

含むコメの作出や、ＤＮ

Ａマーカー育種技術に

よる良食味でいもち病

に強い「ともほなみ」や

沖縄に適した良食味品

種「ミルキーサマー」の

品種登録出願など、作

物開発においても順調

に成果が生み出されて

いる。また、遺伝子拡

散防止技術について

は、イネの閉花受粉性

の原因遺伝子を特定す

るとともに、イネ葉緑体

に組換え遺伝子を導入

することに成功し、花粉

の飛散を抑えた GM 作

物の開発が期待され

る。 

－ 4,003 3,965 7,968  － 3,985  3,956 7,941 



土壌微生

物相の解

明による

土壌生物

性の解析

技術の開

発

（H18-H22) 

農

林

水

産

省 

土壌の生物性に基づ

いた土壌診断法、土

壌微生物相の改良に

よる病害低減技術及

び適正な施肥管理技

術の開発等の環境と

調和した生産性・品質

の向上に結びつく技

術開発に資するた

め、eDNA（土壌より直

接抽出して得た DNA）

の解析手法を取り入

れ、微生物多様性を

調査する手法等を開

発し、土壌生物相の

機能と構造をeDNAに

基づく多様性などによ

り解明するとともに、

作物生産性と土壌微

生物相との関連を明

らかにする。これらの

成果に基づき土壌の

生物性を評価するた

めの基盤技術を開発

する。 

土壌中のＤＮＡの抽出

法を確立し、ＤＮＡを利

用した微生物及び線虫

相の標準解析手法を

開発した。この標準解

析法を用いて、有機物

連用などの肥培管理や

土壌病害の発生の有

無等に伴う土壌微生物

相の変化を明らかに

し、その特徴や関連を

解明するとともにその

解析データを蓄積し

た。土壌微生物相情報

及び土壌微生物検査

マイクロアレイ用のデ

ータをそれぞれ蓄積す

るデータベースを完成

させ、両者の統合デー

タベースを構築した。以

上の研究は、当初の計

画通り進捗しており、土

壌の生物性を評価する

ための基盤技術が着

実に開発されつつあ

る。 

139 111 108 358  139  111  108 358 

生物機能

を活用した

環境負荷

低減技術

の開発

（H16-H20) 

農

林

水

産

省 

生物が本来持ってい

る病害抵抗性などの

生物間の相互作用を

活用した、化学肥料・

化学農薬の使用を低

減する農業生産技術

を開発する。具体的

には、土地利用型作

物、施設野菜、露地

野菜、果樹、茶を対象

に、生物的防除を効

果的に実施するため

のセンシング技術を

開発し、栽培植物自

身が有する機能や生

物間の相互作用とい

った生物機能を活用

した病害虫防除技術

を開発する。また、作

物一般の肥料削減の

ため、微生物を利用し

た養分吸収促進技術

を開発する。 

体系技術では、土着天

敵や微生物防除資材

等の活用により、殺虫

剤の使用量を 50％削

減可能なキャベツの防

除体系を始め、交信攪

乱剤や複合病虫害抵

抗性品種を活用した減

化学農薬防除体系等

で、化学農薬の使用回

数を大幅に削減可能な

ことを示した。その他、

レタス、トマト、イチゴ、

カンキツ等の防除体系

を開発・実証した。個別

技術では、生物機能を

利用した肥料低減化の

成果が得られた。これ

らの研究成果は、原著

論文、特許として取りま

とめるとともに、技術マ

ニュアルや最新技術集

として公表した。 

194 136 - 329  194  136  - 329 



担い手の

育成に資

するＩＴ等を

活用した

新しい生

産システ

ムの開発

（H19-H21) 

農

林

水

産

省 

IT やロボット等の新た

な技術、効率的な輪

作体系等を導入した

新しい栽培体系を、土

地利用型作物と施設

園芸作物について開

発する。これにより、

経営規模の拡大と大

幅な生産性向上を可

能とし、生産コストを

現状の５割程度削減

可能な作物生産モデ

ルを確立する。 

個別技術として、作業

の省力化および生産性

の向上に資する栽培技

術、播種機等の作業

機、ロボット等が開発さ

れた。技術の体系化に

ついては、「水田輪作

体系の確立」を中心

に、目標の生産コスト

の５割削減に向けて順

調に進捗している。平

成21年度時点で、新技

術の導入により、水稲

で５割、大豆で５割程度

まで生産コスト削減が

可能であることが示さ

れた。 

604 482 479 1,565 602 480 478 1,559

牛海綿状

脳症

（BSE)及び

人獣共通

感染症の

制圧のた

めの技術

開発

（H15-H19) 

農

林

水

産

省 

ＢＳＥ発生メカニズム

の解明のため、プリオ

ン蛋白質の性状解

明、プリオン病の病態

解明とＢＳＥ診断技術

の開発を行うととも

に、環境中の異常プリ

オン蛋白質の動態解

析・不活化技術の開

発を行う。また、主要

な人獣共通感染症に

ついて、国内発生時

における国民の不安

解消と畜産業への影

響軽減のため、病原

体の変異・増殖機構

の解明及び家畜の感

染症の発病・伝播防

止技術の開発を行う。

また、媒介動物－家

畜での病原体の感

染・増殖・排出メカニ

ズムの解明及びサー

ベイランスのための簡

易・迅速診断技術の

開発を行う。 

プリオンの感染増殖機

構の解明に重要なツー

ルとなる BSE プリオン

感受性細胞株の作出、

鳥インフルエンザウイ

ルスの HA 遺伝子を特

異的に検出する PCR

法の開発、鳥インフル

エンザウイルスの水禽

類での増殖部位の解

明などを通じて、BSE、

人獣共通感染症の制

圧のための技術開発を

行い、研究目標はほぼ

達成された。 

857 - - 857  815  - - 815 



鳥インフル

エンザ、

BSE 等の

効率的な

リスク管理

技術の開

発

（H20-24） 

  

鳥インフルエンザ対策

技術の高度化のた

め、鳥インフルエンザ

ウイルスの変異・増殖

機構の解明、ウイル

ス検査の迅速化技術

の開発、万一の場合

に備えた家きん用ワ

クチンに関する研究、

媒介動物等でのウイ

ルス感染制御技術の

検討を行う。またＢＳＥ

対策技術の高度化の

ため、プリオン蛋白質

の性状解明、高感度

検査法の開発、肉骨

粉等の低コスト不活

化処理のための技術

開発を行う。更に人獣

共通感染症の制圧の

ため、国内での新興・

再興が懸念される人

獣共通感染症につい

て、国内発生時の緊

急的な病性鑑定技術

等を開発する。 

リアルタイム PCR 法に

よる鳥インフルエンザ

ウイルスの迅速検査技

術の開発、異種プリオ

ンの試験管内での高感

度検出技術の開発、遺

伝子改変マウスを用い

ることによる BSE プリオ

ンの感染性の検出期

間の短縮等、目標達成

に向けて順調に進捗し

ている。 

- 700 691 1,391 - 697 691 1,388

植物機能

を活用した

高度モノ

作り基盤

技術開発

（H14-H22) 

経

済

産

業

省 

生物機能活用による

物質生産に係る施策

として位置づけられ、

植物機能を活用した

環境調和型の工業原

料、医薬品原料等の

生産プロセスの実現

を目指す。  

計画に沿って研究開発

が進められており、天

然ゴムの合成に関与す

る遺伝子の機能を明ら

かにする等、有用物質

の生産やその効率向

上に資する基盤技術を

開発中。また、閉鎖型

植物生産施設を利用し

て、医薬品原料等の高

付加価値物質を効率

生産に資する基盤技術

を開発中。 

1,658 1,596 1,430 4,684  

各年度 1040 百万円の国から

の執行額に加えて、NEDO 運

営費交付金の内数を含む額 

微生物機

能を活用

した環境

調和型製

造基盤技

術開発

（H18-H23) 

経

済

産

業

省 

生物機能活用による

物質生産・環境改善

科学技術に係る施策

として位置づけられ、

微生物機能を活用し

た環境調和型の化成

品原料、医薬品原料

等の生産プロセス及

び廃水等の高度処理

技術の実現を目指

す。 

計画に沿って研究開発

が進められており、新

規に開発した酵素及び

高効率発酵技術を活

用して、セルロース系

バイオマス等から有機

酸等を効率よく生産す

る基盤技術を開発中。

また、微生物の効果的

な組合せによる効率的

な廃水等処理技術を開

発中。 

1,381 1,105 545 3,031  NEDO 運営費交付金の内数 



 

② 補完的課題の成果概要 

〇「持続的植物生産のための植物・微生物間相互作用の解析研究」 

・課題の概要 

 採択課題名：植物・微生物間共生におけるゲノム相互作用（平成 19～21 年度） 

 研究代表者：河内 宏 独立行政法人農業生物資源研究所 

 参画機関：農業生物資源研究所、東北大学、愛知教育大学、鹿児島大学、香川大学、奈

良女子大学、基礎生物学研究所、名古屋大学、大阪府立大学、明治大学、かずさ DNA 研究

所 

 内容：マメ科植物と根粒菌および菌根菌の細胞内共生、病原菌シグナルに対する植物の

応答機構、エンドファイト(植物内生菌)共生のメカニズムなど、植物と微生物の相互作用

を、ゲノムレベル・分子レベルで総合的に解明する。これにより、微生物との共生機能を

活用した、安全かつ持続的な食料生産・環境改善技術のための科学的基盤を構築する。研

究は以下の３つのサブテーマに分けて実施された。 

サブテーマ１：微生物感染シグナルの受容と初期シグナル伝達系。 

サブテーマ２：根粒菌・菌根菌の感染プロセスと細胞内共生体化を制御する宿主因子。 

サブテーマ３：微生物のゲノム情報に基づく植物・微生物間相互作用の解析。 

 

・成果の概要 

サブテーマ 1：根粒菌感染シグナルの受容によって起こる感染・根粒形成の全身的な調

節機構に関わる植物遺伝子とその機能を明らかにした。病原菌のキチンエリシター受容体

の基本構造をシロイヌナズナとイネで解明した。また、根粒菌感染に伴う一過的な防御応

答の誘導機構と、その抑制に非共生的なヘモグロビン(Hb)が関与していることを明らかに

するとともに、Hb の強発現によって窒素固定能力を高め得ることを示した。 

サブテーマ２：根粒菌の感染プロセスに必須な複数の植物遺伝子を単離し、その構造や

発現様式を解明した。窒素固定の制御に関わる宿主遺伝子を多数同定し、特に、根粒菌の

窒素固定酵素の活性中心の生成に関与する宿主遺伝子 FEN1 の機能解明は、宿主植物と共生

菌のゲノムレベルでの相互作用を直接的に示す重要な発見となった。ダイズの菌根共生に

特異的なリン酸およびアンモニウム輸送体を特定し、これらの発現が菌根共生の機能的側

面だけでなく、共生成立そのものに深く関わっていることを明らかにした。 

サブテーマ３：根粒菌ゲノム情報に基づいて、同属異種間の宿主親和性の決定や、宿主

植物の防御応答回避に関わる根粒菌遺伝子を明らかにし、共生能力向上のための根粒菌ゲ

ノムエンジニアリングの可能性を提示した。新たな研究分野である植物内生菌の共生に関

しては、ダイズのエンドファイトの群集構造をはじめて解明し、植物の窒素栄養条件や遺

伝子型による群集構造変動の全体像を明らかにした。この知見は、窒素固定や植物生育促

進効果など、エンドファイトの有用性を農業生産に応用するための基盤となる。 

 

全体を通じて本研究は基礎研究であり、これらの成果は Nature、PNAS 等のトップジャー

ナルを含む国際的な学術雑誌に、22 年２月現在までに 30 報以上が発表された。また、国

際的なレビュー誌や専門書への依頼執筆、国内外のシンポジウム、ワークショップ等での

招待講演など、活発な成果の発信が行われた。 

 



（３）食料・生物生産研究連携施策群の成果と研究目標の進捗状況の評価 

   本連携施策群の目標達成に向けて開催された「食料・生物生産研究に係る打合せ」会合

および同タスクフォース会合（平成 19～21 年度）を通じて、関係府省間のコミュニケーシ

ョンが図られ、連携が強化された。目標達成の取組により、特に以下の様な成果が得られ

ている。 

１）第３期科学技術基本計画（平成 18～22 年度）の下、ライフサイエンス分野推進戦略を

府省横断的に推進するため、戦略重点科学技術「国際競争力を向上させる安全な食料の生

産・供給科学技術」、「生物機能活用による物質生産・環境改善科学技術」に該当する施

策及び関連施策について情報交換・意見交換を実施した。このような施策の中で、文部科

学省が実施している「ナショナルバイオリソースプロジェクト」を活用して、様々なバイ

オリソースが全国の研究機関で利用されるなど、関係府省の連携が進められている。 

２）関係府省の施策を調査した結果、補完的に実施すべき研究開発課題（補完的課題）と

して「植物・微生物間共生におけるゲノム相互作用」（平成 19～21 年度）を選定した。そ

れにより、以下のような成果が得られている。 

 植物・微生物間共生に関わる相互作用として、根粒菌感染シグナルの受容によって起こ

る感染・根粒形成の調節機構に関わる植物遺伝子とその機能を明らかにするとともに、根

粒菌の感染プロセスに必須な複数の植物遺伝子を単離し、その構造や発現様式を解明した。

特に、根粒菌の窒素固定酵素の活性中心の生成に関与する宿主遺伝子（FEN1）の機能解明

は、宿主植物と共生菌のゲノムレベルでの相互作用を直接的に示す重要な発見となった。

また、植物内生菌の共生では、ダイズのエンドファイトの群集構造をはじめて解明した。

これらの知見は、将来に向けて窒素固定や植物生育促進など、持続的植物生産への応用が

期待される。 

３）GMO の実用化研究の実施に向け、第一次取りまとめ「円滑な屋外栽培試験の促進に関

する推進方策」の中で、国民理解を推進すること、野外栽培試験のための研究施設を整

備すること、研究支援体制を充実させることを提言した。これに関連して、シンポジウ

ム「環境・エネルギー・食料の課題解決に貢献するゲノム育種の現状と将来展望」を開

催し、GMO 技術の果たすべき役割とその展望に関して議論して、情報を広く社会に発信し

た。 

４）微生物、植物、昆虫、家畜、魚類を中心に、生物生産研究における現状と方向性に

関して検討し、第二次取りまとめ「生物生産研究の推進・強化に向けた推進方策」の中

で、世界的な食料、環境、エネルギー問題の解決を通じた国際貢献等を提言した。これ

に関連して、シンポジウム「生物機能を活用した食料生産・物質生産への新たな光」を

開催し、生物生産研究に係る各省の施策を紹介するとともに、植物と微生物の共生関係

に関する最新の研究成果を報告して、広く情報を社会に発信した。 

 

（４） 今後の課題 

１）近年の世界的な人口増加等による食料需要の増大や、化石エネルギーへの依存による

地球環境・エネルギー問題に対応するためには、世界トップレベルにある、日本の植

物科学をはじめとする生物機能に関する科学・技術の英知を、府省横断的に結集し、

推進していく必要がある。 

２）とくに、食料・生物生産研究については、生産性の増強、環境負荷低減、食の安全性

の他、食料・海洋資源、水資源管理など、国際貢献の立場から論議を深めていく必要



がある。 

３）本連携群の第一次取りまとめ「円滑な屋外栽培試験の促進に関する推進方策」の中で

提言したように、GMO の実用化研究を推進する必要がある。今後、国民の理解を得つ

つ、野外栽培試験を行うための研究施設の整備を進め、支援体制を充実させていくた

め、引き続きフォローアップしていく必要がある。水産物に関しては、ゲノム解析の

面で、他の生物に比べ遅れている面が見られるが、資源管理や産地判定などゲノム解

析の重要性が高まっており、今後の研究の進展が期待される。 

４）環境・エネルギー問題に関しては、生物によって生産されたバイオマスは、今後の石

油、石炭資源に代わるものとして、持続的社会の構築に貢献する重要な素材である。

しかし、ライフサイエンス PT と環境 PT が遊離したまま議論が進み、生物機能を利用

した生物生産の環境・エネルギー問題の解決への貢献について、PT 横断的な議論が不

十分であった。例えば、バイオマス等に関して合同の検討会がなされることが必要で

あろう。とくに、バイオテクノロジーの発展とともに複数の分野の連携、協力が求め

られる。例えば、バイオ素材のプロセスに関わる化学工学の分野との連携、バイオ燃

料等に関する石油化学工学との連携等が上げられる。また、研究開発に関しては、大

学、研究機関と企業との連携、課題によっては国際的な連携が必要となる。 

 


